
令和 5 年 4 月 1 日

奥山地区における建築行為等の規制の概要

芦屋市都市政策部都市戦略室まちづくり課

（１）建築物の用途

宅地造成の事業目的である「一戸建専用住宅」を原則とする。

（２）外観意匠に関すること

   ア 基本的な考え方

      建築物が自然景観を損なうことなく、自然に溶け込み、自然公園にふさわしい雰囲気を

かもし出すようにすること。重厚味のある落ち着いた外観意匠とすること。増築及び改築

の場合にあっては、既存部分の屋根の意匠および色彩との調和に配慮すること。

   イ 屋根の形態

      原則として、切妻、寄棟、もしくは入母屋型の勾配屋根とすること。なお、極端な急勾

配は避けるものとする。別途、地区計画等による規制があります。

   ウ 屋根の色彩

      こげ茶色（着色のための処理をしていない銅版葺を含む｡ ）、暗緑色、灰緑色又は暗灰色、

     もしくは自然素材（緑青のついた銅版葺、和瓦を含む｡ ）の色とする。

   エ 壁面の色彩

      茶系色等、自然と調和した落ちついた色調とする。

 （３）樹木の保存及び修景のための植栽に関すること

計画にあたっては、可能な限り既存樹木を保存するよう留意すること。やむを得ず支障

木が生ずる場合は、極力伐採を避け移植するようにする。なお、奥池分譲地の場合、宅地

造成の許可条件により保存緑地とされている部分があるので留意すること。

 （４）奥山第 1 工区（東洋不動産を除く｡ ）、第２工区及び第３工区の敷地面積の規模は５００㎡

以上を標準とする。

 （５）奥山第１工区においては、原則として都市計画法施行規則６０条に基づく開発許可不要証

明を必要とする。 （兵庫県宝塚土木事務所まちづくり建築課が証明書を交付）

＊自治会において、法的な手続きとは別に自主協定がありますので、建築・開発行為等を行なう場

合には、事前に確認をしてください。



瀬戸内海国立公園にかかる特定地域における特定行為の認定による規制

（平成 12 年 10 月 3 日 環境省告示第 67 号）

工 区 建ぺい率 容積率 高さ制限 階 数
建築物壁面後退

備 考
道路境界 隣地境界

１

工

区

一 般
２０％

以下

６０％

以下

１３ｍ

以下

３階建

以下
３ｍ以上

１．５ｍ

以上

東 洋

不 動 産

２０％

以下

４０％

以下

１０ｍ

以下

２階建

以下
５ｍ以上 ５ｍ以上

敷地 1 区画

1,000 ㎡以上

２ 工 区
２０％

以下

４０％

以下

１０ｍ

以下

２階建

以下
３ｍ以上

１．５ｍ

以上

３

工

区

２ 階 建
２０％

以下

４０％

以下

１０ｍ

以下

２階建

以下
３ｍ以上

１．５ｍ

以上

１ 階 建
３０％

以下

４０％

以下

１０ｍ

以下

１階建

以下
３ｍ以上

１．５ｍ

以上

４ 工 区
２０％

以下

４０％

以下

１０ｍ

以下

２階建

以下
５ｍ以上 ５ｍ以上

敷地 1 区画

1,000 ㎡以上

１．建築面積の算定は、建築基準法施行令第２条第１項第２号によるが、第１工区の東洋不動産区

域及び第４工区においては建築物の水平投影外周線で囲まれた面積をいう。

２．建ぺい率は、総建築面積（同一敷地内にある全ての建築物の建築面積の和をいう）の敷地面積

に対する割合で、前記の建築面積をもって算定するものとする。

３．第４工区に係る建築物壁面後退欄の数値については、建築物の水平投影外周線の後退距離をい

う。

４．建築基準法による道路斜線・隣地斜線・日影規制がある。

５．建築物の高さの測定は、自然公園法により建築物が敷地地表面に接している最低位から建築物

の各部分の最高位までの高さをいう。

  （１）建築基準法第２条第１項第３号に規定する

建築設備は算入する。

（２）塔屋・水槽等は算入する。

（３）避雷針は算入しない。

※但し、第１工区においては、第２種風致地区内にあるため建築基準法の算定方法により許容さ

れる１０ｍ以下で、なおかつ傾斜地においては、地上に露出する部分の建築設備を含む最高部

と最低部との差を高さが、１３ｍを超えないものにしなければならない。

高
さ



風致地区内における建築行為等の規制の概要 

 建築物等に関する基準

風致地区の

種別
高 さ 建ぺい率

外壁の後退距離
緑地率 工作物の高さ

道路側 隣地側

第 １ 種
１０ｍ

以下

２０％

以下

３.０ｍ

以上

１.５ｍ

以上

５０％

以上

１０ｍ

以下

第 ２ 種
１０ｍ

以下

３０％

以下

２.０ｍ

以上

１.０ｍ

以上

４０％

以上

１０ｍ

以下

第 ３ 種
１５ｍ

以下

４０％

以下

２.０ｍ

以上

１.０ｍ

以上

３０％

以上

１５ｍ

以下

 ○ 緑地率

    既存の良好な樹木などが保存されている面積又は風致の維持に有効な植栽の面積の敷地面積

   に対する割合をいい、植栽のない土のみの面積は認めていない。

    植栽基準は、緑地面積１０㎡につき樹木を６本以上植栽するものとし、６本のうち高木１本

以上かつ中木２本以上を植栽すること。

 ○ 建築物が接する地盤高の高低差

    建築物が周囲の地面と接する位置の最低部分から最高部分までの高低差は、６ｍ以下にする

   こと。

市街化調整区域における建築許可（都市計画法第４３条関係）について 

奥山第２～４工区は、旧住宅地造成事業に関する法律第４条の認可を受けた開発行為であり、

都市計画法（以下「都計法」という。）第４３条のただし書きにより県知事の許可を受けなく

とも建築することができる。 

その他の市街化調整区域では、都計法第４３条により県知事の許可を受けるか、開発許可等

不要証明（６０条証明書）が交付されなければ、建築物の新築等をしてはならない。 

詳しくは「市街化調整区域における建築について」のフローチャートを確認ください。 

その他  

奥池町、奥池南町には、都市計画法による地区計画決定がされていますので、その地区計画に合

った計画としてください。 


